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< 特別会計 >

会計区分 歳入 歳出

特別会計 339億8042万円 327億4404万円

1 国民健康保険 152億1394万円 145億3558万円

2 介護保険 112億 899万円 110億2970万円

3 下水道事業 46億3535万円 44億9524万円

4 後期高齢者医療 11億9642万円 11億6594万円

5 農業集落排水事業 9億2556万円 8億7334万円

6 浄化槽事業 4億6156万円 3億7738万円

7 岩出山簡易水道事業 1億9299万円 1億8832万円

8 宅地造成事業 7235万円 992万円

9 市有林事業 3832万円 3672万円

10 奨学資金貸与事業 3494万円 3180万円

< 公営企業会計 >

会計区分 歳入 歳出

水道事業会計 42億3543万円 53億5413万円

（収益的収支） 36億4124万円 40億2281万円

（資本的収支） 5億9419万円 13億3132万円

病院事業会計 244億4748万円 273億2536万円

（収益的収支） 201億7641万円 242億1445万円

（資本的収支） 42億7107万円 31億1091万円

※水道事業、病院事業の収益的収支は税抜き数値で掲載しています。

特別会計・公営企業会計
決算の内訳

市債・積立金の推移

< 健全化判断比率 >　　　　　　　　　　　（単位：％）

項目
平成26年度

数値
早期健全化

基準
財政再生

基準

実質赤字比率 ―　(―) 11.55 20.00

連結実質赤字比率 ―　(―) 16.55 30.00

実質公債費比率 10.2（11.6） 25.0 35.0

将来負担比率 51.0（63.2） 350.0

※実質赤字額・連結実質赤字額がない場合は「－」で表示してい
　ます。
※平成 26 年度数値欄の (　) 内の数値は、平成 25 年度の数値です。

< 公営企業資金不足比率 >　　　　　       （単位：％）

公営企業会計
平成26年度

数値
経営健全化

基準

水道事業 ―

20.00

病院事業 ―

下水道事業 ―

農業集落排水事業 ―

浄化槽事業 ―

宅地造成事業 ―

岩出山簡易水道事業 ―

※資金不足比率がない場合は「－」で表示しています。

健全化判断比率と
公営企業資金不足比率
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164億

　2702万円

225億

　2489万円 209億

　2840万円

213億
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112億

　5317万円
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平成26年度 決算の概要

用
語
解
説

 用語解説

【資金不足比率】　

　公営企業の資金不足額を、

公営企業の事業規模である

料金収入などの規模と比較

して指標化し、経営状況の深

刻度を示すものです。

【経営健全化基準】　

　自主的かつ計画的に公営

企業の経営の健全化を図る

べき「資金不足比率」の基準

として定められた数値です。

　公営企業が経営健全化基

準以上になった場合は、各公

営企業会計ごとに「経営健全

化計画」を策定しなければな

りません。


